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経営革新グリーン分野進出支援事業補助金の公募の開始 
 

 ― 国の「グリーン成長戦略」１４の重点分野への進出に係る費用を補助します ― 

 
      
 県では、エネルギーや原材料価格の高騰等の影響を受けにくい、より成長性の高い

分野への事業転換を支援するため、中小企業等が国のグリーン成長戦略「実行計画」

１４分野に進出する経費を補助する制度を創設しました。 

 この度、令和４年４月１日から令和５年３月３１日までに経営革新計画の承認を受

けた事業者を対象とした公募を２月１日（水）から開始いたします。 

  

１ 経営革新グリーン分野進出支援事業 

  （１）内容 

   令和４年４月１日（金）から令和５年３月３１日（金）までに承認（変更

承認を含む）を受けた（又は承認申請中で期間内に承認を受ける見込の）経

営革新計画に基づき事業を実施する際にかかる費用を補助します。 

   ※ 補助金申請後、令和５年３月３１日までに経営革新計画の承認を受け

られなかった場合は、申請を取り下げていただきます。 

（２）対象者 

   次のすべての要件に該当する事業者 

   ① 県内に登記簿上の本店を有する者及び主たる事業所を有する者（個人

事業主においては、県内に住民票上の住所地及び主たる事務所を有する

者） 

   ② 組合の場合は、事業及び経費の分担が明確であり、構成員への成果普

及体制が整っていること 

   ③ 経営革新計画に基づき、国のグリーン成長戦略「実行計画」１４分野

へ新たに進出する事業を行う者 

令和５年２月１日 
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   ④ 経営革新計画に記載された付加価値額又は一人当たりの付加価値額の

目標伸び率が平均で年率５．０％以上であること 

   ⑤ 補助金申請日時点において県内で事業を行っており、引き続き、県内

で事業を継続する意思があること 

（３）補助率・補助額 

   ・補助率：２分の１  

   ・補助額：上限５００万円 

   （ただし、補助対象事業費は１００万円以上とする。） 

  （４）スケジュール・募集要領等 

   申請期間：令和５年２月１日（水）～３月１５日（水） 

   募集要領等は、以下の県ＨＰをご覧ください 

   〈ＨＰ〉https://www.pref.saitama.lg.jp/a0803/2021jigyousaikouchiku.html 

（５）申請先 

   お近くの商工会議所・商工会にて、申請の受付や御相談を承ります。 

 

参考（今年度の経営革新グリーン分野進出支援事業補助金のスケジュール） 

   ①公募期間：令和４年１１月１４日～１２月２８日 

    対  象：令和４年４月１日から令和４年１２月２８日までの 

         経営革新計画承認企業を対象 

   ②公募期間：令和５年２月１日～３月１５日〔今回の公募〕 

    対  象：令和４年４月１日から令和５年３月３１日までの 

         経営革新計画承認企業を対象 

 

 

２ 問い合わせ先 

  埼玉県産業労働部産業支援課 

  〈ＴＥＬ〉０４８－８３０－３９１０ 

  〈メール〉a3770-14@pref.saitama.lg.jp 

 

 

【参考】国のグリーン成長戦略「実行計画」１４分野とは 

   国のグリーン成長戦略「実行計画」１４分野とは、令和３年６月１８日閣議決

定された成長戦略実行計画第３章１.（３）に記載された１４分野のことです。 

  グリーン成長戦略では、２０５０年カーボンニュートラルの実現に向けて、今後、
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産業として成長が期待され、なおかつ温室効果ガスの排出を削減する観点から

も取り組みが不可欠と考えられる分野として、１４の重要分野を設定していま

す。 

   １４分野の具体的内容は、以下を御確認ください。 

   【エネルギー関連産業】 

    ①洋上風力・太陽光・地熱、②水素・燃料アンモニア 

    ③次世代熱エネルギー、④原子力 

   【輸送・製造関連産業】 

    ⑤自動車・蓄電池、⑥半導体・情報通信、⑦船舶 

    ⑧物流・人流・土木インフラ、⑨食料・農林水産業、⑩航空機 

    ⑪カーボンリサイクル・マテリアル 

   【家庭・オフィス関連産業】 

    ⑫住宅・建築物・次世代電力マネジメント、⑬資源循環関連 

    ⑭ライフスタイル関連 

 

  【参考資料】経済産業省「2050 年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」

https://www.meti.go.jp/policy/energy_environment/global_warming/ggs/in

dex.html 
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